
ＩＰ告知端末の活用方法 

まえがき 

 本報告書は、2023 年度会津大学卒業論文発表会にて発表された「Optimization of 

Communication Methods in Regional ICT Infrastructure」[1]をもとに構成しています。 

 

1 背景 

近年、情報通信技術(ICT)の発展は社会のコミュニケーション手段を大きく変えており、

特に過疎化と高齢化が進む地域では、これらの技術はコミュニティの維持に対して重要な

役割を果たしています。福島県会津三島町では、地域インフラサービスとして IP 告知端末

(画面付き固定端末) （図 1)のを全戸に導入していますが、サービス修了に際して次世代サ

ービスの在り方を調査する必要に迫られています。[1] 

 
図 1:IP 告知端末 

三島町の人口動態は、1950 年の 7,721 人から一貫して減少し、2010 年には 2,000 人を

下回り、現在では 1,294 人に至るなど、地域の過疎化は非常に深刻です（図 2、[2]）。こ

れは「三島町人口ビジョン」[3] にも明記されており、地域の持続可能性に関わる大きな

課題を示しています。[1] 



 
図 2：総人口の推移 

この状況を背景に、本研究は既存の先行研究や調査報告書、他地域で事例[4] [5]を参照

しながら、高齢者を中心とした地域社会における ICT インフラの現状と潜在的な次世代情

報通信サービスを探求します。具体的には、住民アンケートとクラスター分析を通じて地

域の通信ニーズを明らかにし、生成 AI[6]を活用した仮想議論を用いて潜在的な通信サー

ビスの形を模索します[1]。 

本研究では、会津三島町をケーススタディとして、ICT の現状分析から次世代情報通信

サービスの提案に至るまでの研究プロセスを詳述します。地域社会のニーズに応えるため

の実践的な通信手段の探求は、同様の背景を持つ他地域コミュニティにとっても応用可能

な先進事例を提供していきます[1]。 

 

2 住民アンケートとクラスター分析  

2.1 住民アンケートの実施 

アンケート調査は、三島町の ICT インフラに関する現状の把握と、住民からの具体的な

サービス改善要望の収集を目的として実施しました。アンケート用紙は全世帯に 1 部ずつ

配布し、2 つの方法（紙による回答と Google Form を使用したオンライン回答）で回収を

実施しました。アンケートの作成、配布・回収に関しましては、三島町役場総務課様にご

協力をいただきました。 

 

2.2 住民アンケート内容 

アンケートは全 24 問で、4 つのセクションで構成されています。（表 1） 

セクション 質問内容 



回答者の属性 年齢・性別・世帯構成・居住地区・居住年数・

職業・所有デバイス・Wi-Fi の有無 

現行サービスの評価 通話頻度・通話時間・お知らせの確認頻度・満

足度・利点・課題 

町のケーブルテレビの評価 加入状況・満足度・11 チャンネルの視聴状況 

次世代情報通信サービスへの要望 欲しい機能・適切なサービス・予算使用の賛

否・有料化について・代替サービスが不要な理

由・その他実施してほしい情報通信サービス 

表 1 

本調査では、回答者の属性、現行サービスの調査、次世代情報通信サービスへの要望を

中心に分析を実施しました。また、次世代情報通信サービスへの要望の中には、三島町の

財政状況も踏まえた、予算使用に関するアンケートも実施しています。 

 

2.3 アンケートの分析と可視化 

 紙と Google Form による回答のフォーマットによる差異を縮めるため前処理を実施しま

した。前処理では、回答者の属性に関するセクション内に欠損値が含まれる回答と、明ら

かに不要な回答を除外し、紙のアンケートでは、回答不要な設問部分への回答を欠損値に

置き換えを実施し、紙と Google Form の両データを結合させたものを分析に使用しました。

可視化方法として、1 つ選択して回答する設問は円グラフ、複数回答が可能なものは棒グ

ラフを用いています[1]。 

住民アンケートの概要は以下の通りです。回答数(率)は、全 587 世帯中 352 世帯(回答率

約 60.0%)、人口 1,294 人中 403 人(回答率約 31.1%)となりました(表 2)。また、この内 51 

の回答は Google Form によるものです（表 3）。分析用に前処理を加え、実際に分析に使

用したデータ数は 327(有効データ割合：約 81.8%)となりました。その内訳は、紙が 

278(有効データ割合: 79.0%)、Google Form が 49(有効データ割合: 96.1%)となっています

（表 3）[1]。グラフでは、紙[P]、Google Form[GF]、全体[Mix]の 3 つに分けて表示して

います。 

回答数(回答率) 

世帯 352/587(60.0%) 

人口 403/1,294(31.1%) 

表 2  

分析に使用したアンケート数(有効データ割合) 

Mix(合計)  327/403(81.8%) 

Paper(紙） 278/352(79.0%) 

Google Form 49/51(96.1%) 

表 3 

以降で、アンケート結果の一部を示します。 



2.3.1 回答者の属性に関するアンケート結果 

 図 3 は、アンケート回答者の年齢分布を示しています。図 3 の[Mix]全回答の 77.1%は

60 歳以上であり、三島町が高齢化の進む地域であることが再認識されました。また、図 3

の[GF]より Google Form で回答した人は、比較的若い層であることが確認でました[1]。 

（図 3 の見方：10 は“10 歳代以下”、20 は“20 歳代”、30 は“30 歳代”、40 は“40 歳代”、50

は“50 歳代”、60 は“60 歳代”、70 は“70 歳代”、80+は“80 歳代以上” を示します） 

 

 
図 3：年齢分布 

図 4 は、居住年数の分布を示しています。図 4 より、居住年数が長い回答者が多い一方

で、5 年以内に引っ越してきた回答者が 16 人いることが確認できました。これは、近年、

比較的若い層が三島町へ移住していることを示唆していることが Google Form の回答から

推測されます[1]。 

（図 4 の見方：３は”5 年以内”、８は”5-10 年”、15 は”11-20 年”、28 は”21-35 年”、そ

して 35 は”35 年以上” 居住していることを示します） 

 
図 4：居住年数分布 

図 5 は Wi-Fi 環境の所有率を示しており、グラフより Wi-Fi 環境がある家庭は全体の約

半数であることがわかりました[1]。 

(図 5 の見方：１は“はい”、0 は“いいえ”、0.5 は“わからない” を示します) 

 
図 5： Wi-Fi 分布 

 図 6 に住民所有のデバイスの内訳を示します[1]。 

(図 6 の見方：CellPhone は“スマートフォン以外の携帯電話（ガラケー）”、SmartPhone



は“スマートフォン（スマホ）”、PC は“パソコン”、Tablet は“タブレット” を示します) 

 
図 6：所有デバイス 

2.3.2 現行サービスの評価 

図 7 は、現行のサービスの利点に対するアンケート結果です。現在のサービスの利点と

しては、“無料で使用できる”が最も多く、次いで“契約の手間が少ないところ”となってお

り、低価格で利用できることが重視されていることがわかりました[1]。 

（図 7 の見方：VideoCall は“顔を画面に映して通話ができるところ”、FreeUse は“無料

で使用できるところ”、TouchScreen は“タッチ操作ができるところ”、EasyAccess は“情報

の取得が便利なところ”、EasyContract は“契約の手間が少ないところ”、Others は“その他”

を示します） 

 
図 7：現行サービスの利点 

2.3.3 次世代情報通信サービスへの要望 

図 8 より、次世代サービスに欲しい機能で最も多かったのは、役場からの各種告知情

報・緊急情報となりました[1]。 

（図 8 の見方：AdminGuide は“行政手続きについて案内する機能”、Official Notices は

“役場からの各種告知情報・緊急情報”、LifestyleSupport は“暮らしや健康に関するサポー

ト機能”、Paperless は“回覧板の紙書類などを画面で見られる機能”、UsageGuide は“機器

の使い方について案内する機能”、VideoCall は“テレビ電話機能”、Massaging は“メッセー

ジの送受信”、Others は“その他”を示します） 



 
図 8：次世代サービスに欲しい機能 

図 9 より、代替サービスとして適切だと思う機器については、“IP 告知端末の更新”を希

望する回答が最も多くなり、ついで、“スマートフォンやタブレットに町の各種情報が入る

サービス”、“わからない（電⼦機器の扱いに慣れていないため）”となりました。図 7 の結

果からもわかるように、現行の IP 告知端末は無料で使用できるために希望者が多いと考え

られます。これらの結果を受け、次世代サービスへの要望として「無料、もしくは低価格

で使用できること」の需要が大きいことが見受けられました。また、IP 告知端末を選択し

た住民の背景には、他のデバイスと異なり無料で使用できるという前提の元選択した住民

も多いのではないかと考察されます[1]。 

（図 9 の見方：Unfamiliar(alt)は“わからない（電⼦機器の扱いに慣れていないため）”、

SmartPhone(alt)は“スマートフォンやタブレットに町の各種情報が入るサービス ”、

CannnotChoose(alt)は“わからない（電⼦機器には慣れているが、最適なものが判断できな

いから）”、IP_Phone(alt)は“町がテレビ電話（IP 告知端末）を更新し、今までと同じよう

に利用する。”、Needless(alt)は“代替サービスは不要”、PC(alt)は“個人のパソコンに町の

各種情報が入るようなサービス”、Others(alt)は“その他”を示します） 

 
図 9：IP 告知端末の代替に適切な機器  

2.3.4 Wi-Fi 所有地域の可視化 

図 10 は、アンケート結果の居住地域と Wi-Fi 所有の結果より、Kepler.gl を用いて地図

上にデータマッピングを実施した例です。青色は Wi-Fi の所有率が低い地域を示し、赤色

になるにつれて所有率が高くなることを示しています。三島町の中心部から離れるにつれ

て、Wi-Fi の所有率が低くなっていることが確認できます。このように直感的に可視化す

ることにより、地域特性を探ることが可能となりました[1]。 



 
図 10：Kepler.gl を用いた Wi-Fi 所有分布 

2.4 クラスタリング分析 

クラスタリング分析では、K-Means 法を用いて、アンケート結果から回答者の分類を実

施しました。 

アンケート結果の“次世代情報通信サービスへの要望”の項目から、図 11 の手順に従って

クラスター数を３に決定し、分類を実施しました。 

 
図 11：クラスター数の決定手順 

図 12 は、クラスタリング分析の結果を二次元の散布図にまとめたものです。サンプル数は、

クラスター０から 130、90、106 まで 100 を中心に均等に分布していることがわかります

[1]。 

 
図 12：K-Means クラスター散布 

図 13 は各質問に対するクラスターの割合を示したものになります。（alt）がない項目



は、次世代情報通信サービスに対する要望、(alt)が含まれている項目は、次世代情報通信

サービスで使用したい機器を示しています[1]。 

図 13 より、クラスター０は、他クラスターより IP 告知端末の更新を希望していること

がわかります。クラスター１は、スマートフォン、PC 等の端末を希望しており、最新技

術の導入に関心を持つ一方で、クラスター２は、代替サービスを望んでいない、または、

技術に精通しておらず、簡易的な機能を望んでいることがわかります（表 4）[1]。 

 

 
図 13：クラスター別の各要素 

 

クラスター分類 

Cluster 0 (n=130) IP 告知端末グループ 

Cluster 1 (n=90) スマートフォンまたは PC グループ 

Cluster 2 (n=106) 機器に不慣れまたは不要グループ 

表 4 

図 14 は Wi-Fi 所有率、所有デバイス、現行サービスの利点、サービスに対する要望の項

目に対してクラスターの割合を示したものです。 

図 14 より、クラスター０は大画面でのビデオ通話の需要が高いことがわかります（項

目：VideoCall）。また、タブレット端末を所有する人は、最新技術を好む傾向にあること

が推察されます（項目：Tablet）。最新機器を好むクラスター１では、IP 告知端末の大き

さや持ち運びにくさに不便さを感じており（項目：NotPortable）、メッセージ等のスマー

トフォンの機能に対する需要が高い（項目：Messaging）。一方で、クラスター２では、

携帯電話からスマートフォンに移行していないと回答した人も多く、IP 告知端末の操作も

難しいことがうかがえます（項目：CellPhone、HardOperate）[1]。 



 
図 14：クラスター別カテゴリ 

調査の結果より、“IP 告知端末の更新”を希望する人々の間では、使い慣れた技術で、安

価、大画面でビデオ通話ができることへの要求が高いことが示唆されました。一方で、役

場では、財政難のため IP 告知端末の更新は有償となる可能性が高いことを示しています。 

これらのことから、スマートフォンやタブレットで利用できるアプリを現在のサービス

と同様の UI/UX で開発し、タブレットが必要な世帯への配布を検討するなど、サポート体

制を確立することで、住民のニーズに応えられるという仮説を立てました[1]。 

 

3 生成 AI による仮想議論 

近年、著しい進化を続けている生成 AI を活かし、GPT モデルを用いてクラスター毎の

特徴を備えた仮想住民を作成し、仮想議論を実施しました。この手法により、少人数なが

らも住民の多様な意見を包括する議論を実現することができます。この手法を活用するこ

とで、アンケートの結果だけでは把握不可能な将来の ICT サービスに関する潜在的ニーズ

について、多角的な議論を行うことができ、より実践的なサービスの提案が可能となりま

す[1]。 

 

3.1 生成 AI による仮想議論の手順 

生成 AI にて仮想議論を実施するに際し、2.3、2.4 の結果、先行研究や調査報告書[5]、

他地域での事例[4]を踏まえて、現在の利便性だけでなく、技術的な将来性を考慮した次世

代 ICT インフラとして、以下の仮説を準備しました（表 5）[1]。その一方で、課題として

想定されたのは、表 6 に示した 4 点です[1]。 

仮想ディスカッションのために用意した仮説 



表面的な数字だけを見れば、IP 告知端末の更新が妥当なように思えるが、最

新技術が浸透しているとは言い難く、技術の進化や町の将来性を考えると、次世

代 ICT インフラとして最適なのは、スマートフォンやタブレット端末でのアプ

リケーションの導入だろう。スマートフォンやタブレット端末へのアプリ導入

が、次世代 ICT インフラとして最適なのかもしれない。 

表 5 

想定される課題 

１ 住民はデバイスを変更する必要性を感じていない 

２ 新しいデバイスを持っていない住民へのサポート 

３ テクノロジーに不慣れな住民へ学習機会を提供すること 

４ 市外への接続時の安全性への懸念 

表 6 

議論開始の前に、GPT モデル上に、三島町の現状と課題（図 15）[2]、ICT の活用状況

（図 16）[2]、住民アンケートデータ、各クラスターの特徴（図 17）、議論の制約（図 18）

等についての情報を入力します[1]。 

次に、2.4 で実施したクラスタリング分析の結果をもとに、各クラスターの特徴を備えた

4 人、計 12 人の仮想住民（ペルソナ）を生成し、町の前提や、アンケートデータの理解が

出来ているか確認をした後、仮想住民による、「次世代情報通信サービスとして活用する

最適なデバイスの選定」についての議論を行ない、選択されたサービスの導入において考

えられる課題や、その解決策について議論によるシミュレーションを重ね、仮説の検証を

行います。クラスター毎の次世代情報通信サービスに活用する機器の選定については、分

析結果をもとに人数に応じて重み付けを行い、全体の意見を反映しやすくしています[1]。 



 
図 15：三島町の人口に関する情報 

 
図 16：ICT 活用情報 



 
図 17：仮想住民に関する情報 

 
図 18：議論の制約 

 

3.2 生成 AI による仮想議論と仮説検証 

 図 19 に、仮想議論をさせた際の発言例を示します。このように生成 AI で生成された仮

想住民が、三島町の状況を踏まえて議論を行っていることがわかります。ここでは、スマ

ートフォン利用だけでなく、サポート体制の充実が必要であるという意見が出されていま

す。このように、個々の意見を持つ仮想住民 12 名で議論を実施しました。 



 
図 19：仮想議論の例 

 それぞれの主張が対等になるように議論を重ねた結果、スマートフォンの活用が最適と

いう結論に達しました（図 20）[1]。 

 
図 20：仮想議論の結果 

しかし、住民アンケートの結果（2.4）からは、IP 告知端末の更新を希望する住民が多

いことから、その事実に関する情報を追加した上で、再度スマートフォンの活用が最適か

どうかを再度議論しましたが、「最適な選択肢は「スマートフォン」の推進と考えられま

す。」と結論づけられました（図 21）。IP 告知端末の更新を希望する住民が多いという情

報を追加した場合も、仮想議論上の結論は変わらないということが示されました[1]。 



 
図 21：再検討の結果 

 仮想議論では、次世代情報通信サービスを導入する際の懸案点についても検討を行いま

した。結論として「スマートフォンの推進」が挙げられた一方で、スマートフォンを利用

したサービスの導入には、「デジタル格差の問題」や「プライバシー・セキュリティの確

保」、「インフラ整備（広域 Wi-Fi の検討）」といった課題への配慮が必要だとの指摘が

なされました(図 22）[1]。 



 
図 22：導入時の懸念 

 次に、導入時の懸念点(図 22）に対して有効となる具体策について、仮想住民に意見を

求めたところ、以下 6 点が挙げられました（図 23）。 

「高齢者向けのスマートフォン操作教室の開催」「シンプル操作アプリの開発と普及」、

「経済的支援プログラムの導入」、「Wi-Fi インフラの拡充」、「デジタルリテラシーの

向上プログラム」、「住民参加型のアプリ開発プロジェクト」を実施することが具体策の

結論となりました。 



 
図 23：懸念点に対する具体的施策 

 これらの議論から、ChatGPT を用いた仮想検証では、表 5、表 6 で立てた仮説に近い結

果を得ることができ、仮説を検証することができました。また、広域 Wi-Fi の導入の検討

が予想以上に有効である可能性も確認することができました[1]。 

 仮想検証を実施することで、アンケート結果からは見えてこない潜在的なニーズや、懸

案点、懸案点に対する具体策までを導き出すことが可能となりました。 

 

4 考察 

 本研究では、情報通信サービスに関する住民アンケートを実施し、データの可視化・分

析を行いました。その結果、次世代通信情報サービスにはスマートフォンの使用が適して



いると結論付けられ、導入におけるサポート体制の重要性に触れました[1]。 

 次世代 ICT インフラへの需要があることが前提であるため、住民の皆様も、最低限の学

習コストや金銭的コストの支払いについて、許容していただけるかもしれません。また、

タブレットを有料で貸し出す等のサポート体制を確立することで、大画面でのビデオ通話

が可能になり、セキュリティも向上する可能性があります[1]。 

 また、新たな研究手法として、生成 AI（GPT モデル）にて作成した仮想住民（ペルソ

ナ）を用いて意見生成、議論を行いました。GPT モデルは出力結果に対して批判的な入力

を受けると自らの誤りを認め訂正する傾向がありますが、議論の結果について指摘を加え

ても先の議決を補強して結論を出力したため、議論結果には一定の一貫性があるものと考

えられます[1]。   

次世代情報通信サービス導入のコストについては、町の財政と住民の声とを合わせて、

今後検討を重ねる必要があり、その結果に応じてサービスの内容について決定が必要とな

ると考えます[1]。 

 アンケートの集計に関しては、紙によるアンケート集計の場合、Google Form での集計

に比べて 17％程エラーが多くなりました。紙アンケートの場合、必須項目が無視されるこ

とや、データの集計の際に手作業が多いことから、正確性、リソースの面からみても

Google Form が有用です。さらに、次世代 ICT インフラに住民からのフィードバック機能

（アンケート機能）が付加されれば、自治体にとってさらに有意義なサービスとなること

でしょう。一方で、紙のアンケートの回答数が多いことや、多くの住民がテクノロジーに

不慣れであることを考慮すると、段階的な移行と学習の機会を提供することは不可欠です

[1]。 

 

5 結論 

本研究の結論として、福島県三島町における次世代 ICT インフラとして最適なものはス

マートフォンやタブレットを活用したアプリの導入だと考えます。導入からサービスの定

着までの間は、トラブルや従来のサービスより不自由に感じる方が多い可能性が高いです

が、町の将来を見据えたサービスの選択の必要性を住民の皆様にご理解いただき、住民へ

寄り添った説明と、事前の十分なサポート体制の整備を進めることで、新サービスの効果

は、現行サービスを上回るものとなると考えております。 

 さらに今回の研究では、議論において生成 AI を使用することの潜在的な有効性が実証さ

れました。この手法を発展させることで、多くの人の意見を反映させた仮想住民（ペルソ

ナ）と仮想議論を行うことで、グループ全体のニーズを把握しやすくなることが期待され

ます[1]。 
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